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24年度調査の特徴
　収益性をみると依然として売上高の低下傾向は続き、売上高総
利益率も低下しましたが、総資本経常利益率、売上高営業利益率、
売上高経常利益率は上昇しました。また生産性や流動性・安全性の
比率は改善がみられました。

1  収益性
 売上高増加率をみると、マイナス幅が縮小したものの‒1.0％と依
然売上高の減少傾向は続いています。また、売上高総利益率
（70.4％）は23年度調査に比べ5.2ポイント減少となりました。一
方、総資本経常利益率（2.3％）は2.5ポイント、売上高営業利益率
（1.3％）は1.9ポイント、売上高経常利益率（1.4％）も1.6ポイン
トそれぞれ増加し、プラスに転じました。総資本回転率（1.7回）は
変化がありませんでした。

2  生産性
　生産性については改善がみられました。従業者1人当たり年間売
上高(17,381千円)は8,926千円、従業者1人当たり年間売上総
利益（6,403千円）は2,048千円、従業者1人当たり年間経常利
益（425千円）は335千円、機械設備投資効率（88.2回）は69.4
回転それぞれ増加しました。また比率が低いほど良好としている売
上総利益対人件費比率(58.7％)も0.3ポイント減少しました。な
お、前述の比率は単純平均によるものですが、参考までに比率を中
央値（メジアン）で計算した場合の変化をみると、従業者1人当たり
年間売上高(7,508千円)は2,008千円、機械設備投資効率
（26.9回）は13.9回転それぞれ増加となりました。

3  流動性・安全性
　流動性・安全性についても改善がみられました。流動比率
(385.9％)は172.3ポイント、当座比率(261.1％)は112.5ポ
イント、固定資産回転率(5 .8回)は1.7回転、自己資本比率
（17.2％）は21.0ポイントそれぞれ増加しました。また比率が低
いほど良好としている固定長期適合率（66.7％）は12.5ポイント
減少しました。なお、参考までに比率を中央値（メジアン）で計算し

た場合の変化をみると、流動比率(127.5％)は39.1ポイント、当
座比率(91.2％)は20.1ポイントそれぞれ増加しました。

注）中央値（メジアン）を計算した場合の比率である。
【調査対象業種（7業種）】
クリーニング、理容、美容、旅行、不動産代理・仲介、旅館、飲食

（新事業創出課　今井秀也）

 本調査は都内中小企業の貸借対照表や損益計算書などの決算書から業種ごとの経営比率を作成し、都内中小企業の経営や政
策立案などへ活用することを目的として昭和48年度に東京都で事業が開始されました。平成18年度以降は東京都から業務委託さ
れた当公社が調査を実施しています。
　平成24年度は製造業、卸売業、小売業、生活支援サービス業、企業支援サービス業の98業種に対して平成24年7月から8月に調
査を実施しました。平成23年4月から24年3月までに行なわれた決算を調査対象とし、4,124社に調査票を郵送、回収率は29.0％でし
た。この調査結果を5回にわたり紹介しています。
　第4回目は生活支援サービス業の各経営比率について解説します。集計企業数は79社、平均従業者数は51人で、黒字企業は
69.6％、赤字企業（経常損益が負）は29.1％でした（経常利益額不明は1.3％）。なお、生活支援サービス業の24年度調査対象業種は
以下に示す7業種です。

「東京都中小企業業種別経営動向調査（平成24年度調査）」の概要
（第4回：生活支援サービス業）

（１）最初に
　職務発明とは、会社から与えられた業務を通じて社員が
創作した発明のことを言います。職務発明の完成には発明
者自身の努力以外にも、資金や設備、様々な社員の協力
等、会社側の貢献が重要となります。そこで特許法では、
発明者と会社双方の貢献や利害のバランスを取るため、
原則として発明者に所有権が帰属し、会社には発明を事
業化する実施権があることを認めています。また、会社が
事業化して得た利益の一部を発明者に還元することも規
定しています。
　しかし、時にはこの職務発明についての支払額をめぐっ
て発明者と会社が対立し、訴訟に発展するケースもありま
す。
　今回は、中小企業で起きた事例を取り上げます。

（２）事件の概要
　LED照明器具等の製造販売会社X（以下、X社）の社員
であるAさん（以下、発明者A）が業務の中で開発した発明
は、X社の名義で特許出願し、特許登録されました。
　その後、発明者Aは退職するに際し、X社に対して発明
の対価を求めます。これに対しX社は数十万円を提示しま
したが、発明者Aは受入れませんでした。
　そこで、発明者A（原告）は、X社（被告）を相手取り、発
明の対価9000万円余りのうちの一部850万円の支払い
を求めて提訴しました。

（３）判決
　裁判では、発明者Aが主張する発明の対価の妥当性に
ついて争われました。裁判所は、X社における本発明製品
の売上は約1億75万円であると認定しました（この点にお
いて原告被告双方に異論はありません）。さらに、本発明に
より売上が増えたであろう割合を売上の30%、実施料率を
5%、本件LED照明に関する発明者の貢献度を5%とし、
1億75万円×30%（超過売上げ）×5%（仮想実施料率）
×5%（発明者寄与率）＝約7万6千円
が発明の対価であると認定しました。

（４）まとめ
　発明の対価を算定する場合、判例では下記のような方
式が一般に用いられています。
①超過売上げ×②仮想実施料率×③発明の寄与率×④発
明者寄与率×⑤共同発明者間寄与率
①特許発明のおかげで増えたと想定される売上のことで
す。判例では、売上額に対し20～50%の範囲で料率を認
定するケースが多く見受けられます。
②ライセンス契約を結ぶと仮定した場合の仮想的な料率
を意味し、通常、3～5%の範囲で認定されます。
③最終製品の中で、発明が関連している割合（寄与の程
度）を示すものです。製品のごく一部にのみ発明が使用さ
れている場合は低くなります。「発明の寄与率」は判例毎に
異なり、一般化できる指標はありません。
④特許発明を用いた製品を事業として継続するために会
社組織全体がしてきた様々な努力のうち、発明者の直接
的な貢献度を指し示す料率です。「発明者寄与率」は事案
によって様々ですが、多くは1%～10%程度の範囲で認定
されています。
⑤発明が複数の発明者によって完成した場合の各発明者
の果たした貢献度を指し示す指標で、発明者が1名であれ
ば100%となりますし、発明者間での貢献度が低ければ低
率になります。発明に実質的に関与した人物個々の貢献度
合い等の事実に応じて定めます。

　なお、上述の算定方式の全ての要素を参入する必要は
なく、当てはまらない要素は除外して対価を算定します。

　ニュース等では高額の職務発明の対価が取り上げられ
ますが、それは製品の売上規模の大きな事業であることに
由来するのであり、売上規模がそれ程大きくなければ対価
も相応に低いものになります。いずれにしても、上述の方式
で対価が定められるのが通例ですので、自社内部で職務
発明の対価を算定する際の参考にしてはいかがでしょう
か。なお、運用にあたっては、従業員の発明へのインセン
ティブを削がないよう心掛けましょう。

（知財戦略アドバイザー　笹原治男）

知的財産に関する判例紹介
～裁判事例から学ぶ知的財産のイロハ～

第2回：職務発明に対する対価

 TEL 03-3832-3656 E-mail chizai@tokyo-kosha.or.jp
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主 要 経 営 比 率 （ 生 活 支 援 サ ー ビ ス 業 ）

調　査　年　度

（収益性）

売上高増加率

総資本経常利益率

総資本回転率

売上高総利益率

売上高営業利益率

売上高経常利益率

（生産性）

従業者１人当たり年間売上高

従業者１人当たり年間売上総利益

従業者１人当たり年間経常利益

機械設備投資効率

売上総利益対人件費比率

（流動性）

流動比率

当座比率

固定資産回転率

（安全性）

自己資本比率

固定長期適合率

集計企業数

平均従業者数
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（社）
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(5,500)注 (7,508)注

(13.0)注 (26.9)注

(88.4)注 (127.5)注

(71.1)注 (91.2)注
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